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　【論文】
〈生活の論理〉と〈処遇の論理〉
——男性ホワイトカラーにおける近代家族モデルの歴史社会学——
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 金野　美奈子 *
　職場と家族の歴史的関係をめぐる従来の議論では，男性ホワイトカラーに関しては戦
前から近代家族モデルが前提とされており，戦後のライフステージ対応賃金の画期性は
そのような前提を取り込んだ処遇の論理がブルーカラーにも広く適用されたことにあ
ると主張されてきた．しかし，〈生活の論理〉としての近代家族モデルと〈処遇の論理〉
としての近代家族モデルを区別して歴史的な流れを検討すると，従来の見方は必ずしも
支持されない．
　たしかに戦前の男性ホワイトカラーにとって，その階層意識と相まって近代家族モデ
ルは暗黙の社会的前提であったが，組織からの処遇の論理はそのようなモデルを基礎に
組み立てられていたわけではなかった．職場からの処遇はあくまでも，基本的には仕事
上の評価に基づくものとされ，近代家族的な生活の理想は組織成員としての処遇に応じ
て，現実には異なった程度に実現されたりされなかったりするものにすぎなかった．戦
後，ライフステージ対応賃金という形で〈生活の論理〉を基礎とした〈処遇の論理〉が
一定の成立をみたことは，次第に「標準的」生活の概念を具体化していった戦間期，「国
民生活」の概念によって〈生活の論理〉を決定的に立ち上がらせた戦時期を経て，初め
て可能となった．
キーワード：男性ホワイトカラー，近代家族，家族賃金
1　近代家族モデルの二側面
戦後初期の労働運動が獲得した，電産型賃金（河西 1999）に代表されるライフステージ対応
型の賃金体系は，戦後日本の職場における性別の意味に大きな影響を与えた．この賃金体系は，
職場の従業員はホワイトカラー，ブルーカラーを問わず，それぞれが家族を扶養する役割を担っ
ており，この事実に基づいて職場から平等な待遇を得られるべきであることをその主な論理と
した．（男性）労働者による家族扶養を前提としたライフステージ対応賃金体系の画期性は，従
来，それが前提とする近代家族モデルがこの時期にブルーカラーに拡大した点にあると言われて
きた．「高学歴であったホワイトカラーはすでに戦前から『近代家族』モデルを実現して」（野村
1994: 81）おり，「家族の構成原理が中産階級の家族とは明らかに異なる労働者家族に，いかに
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してこれ〔＝近代家族モデル〕が浸透したのか」（木本 1995: 62）が，歴史理解の重要な課題だ
という見方である 1)．
しかし，これらの見方において「近代家族モデル」という言葉で表されている事柄については，
二つの内実を区別する必要があると思われる．そのひとつは，労働者の家族生活のあり方におい
て，規範としてあるいは実態として近代的性別分業型の家族が成立しているかどうかという側面，
すなわち〈生活の論理〉としての近代家族モデルという側面である．もうひとつの側面は，職場
における賃金処遇の論理が，一定の生活水準を前提とした家族の扶養という理念に基づくものか
どうか，すなわち〈処遇の論理〉としての近代家族モデルという側面である 2)．
ライフステージ対応賃金体系は，この両者を接合した．では，この接合はどのような歴史的
な過程を経てもたらされたのだろうか．本稿は，これまで近代家族モデルとの親和性が前提とさ
れてきたホワイトカラーに焦点を当て，ライフステージ対応賃金体系の成立にいたる近代の職場
と家族の歴史を跡付ける試みである．ごくおおまかにではあるがその過程をたどることで，この
接合がホワイトカラーにとってもいかなる意味で画期的なものだったかが明らかになる．
2　組織に包摂された家族形成――「源流」としての近世商家？
　男性ホワイトカラーにおいては扶養モデルが戦前から当然のこととして受容されてきたという
見方のひとつの背景に，日本的雇用慣行の「源流」を近世の商家奉公人制度に求める視点（間 
1963 ＝ 1989，1964）があるように思われる．商家経営においては別家制度が重要な意味をもっ
ていた．別家制は，奉公人の家族形成をまさに経営内部の問題として扱い，その生活を組織が様々
に援助したという点で，戦後の生活給思想と同様に，あるいはむしろそれ以上に，組織の論理が
従業員の家族形成の論理を包含していたと見えるかもしれない．
　奉公人の家族形成は，経営体としての家にとってたしかに「公」の制度の一部であった．しかし，
商家の雇用管理における住込制のもとでは，奉公人の世帯形成は組織内キャリアと密接に結びつ
けられて制度化されていた．奉公人の妻帯は，住込みの奉公期間中は許されず，30 代後半で（あ
るいは事例によっては 40 歳台後半になってようやく）「支配」クラスに到達した者にのみ，初
めて許可された（粕谷 1999，西坂 2006）．しかも，そこに至る過程では，主として病気・病死
による多くの脱落者が存在した（安岡 1998）．享保期の三井家で「役頭」以上に昇進した 291
人の退職時の役職を調査した中井信彦によれば，うち「役頭」60 人，「組頭」95 人と，「支配」
にまで到達せずに退職する者が半数以上を占めていた．「子供」として入店した者が「通勤支配人」
以上に昇進する割合はさらに少なく，元禄期から享保期にかけて雇い入れられた「子供」の場合
にはわずか 5％にすぎなかった（中井 1966）．独立した家族形成の許可は健康で優秀な奉公人
の長期勤続奨励策の一環としての意味合いも持っており，「通勤支配人」あるいは「宿持支配人」
という職階を設けることで，独立して一家をかまえたいという奉公人の希望に応えていた（千本
1989）．明治期に入ってからも，「宿持」に対して「家族扶助料」を支払う制度に，組織内キャ
リアと家族形成との密接な結びつきが保たれているのをみることができる 3)．
　このように近世の商家組織では，成員の組織内での位置づけと（成員身分を維持したままの）
家族形成の可能性は密接に関連していた．家族が経営共同体としての「家」に包摂されていた近
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世にあっては，家族形成は成員の私的世界に属するものではなく，極めて公的な性格のものだっ
た．家族形成が許されるかどうかは組織による評価と結びついており，公的に家族形成を許され
るのは組織によって一定の評価を得たものに限られていた．反面，家族形成が許される場合には，
家族生活は経済的な面からも，またそれ以外の様々な面でも，「家」からの援助によって保障さ
れていた（中野 1981）．近世の組織における処遇の論理と家族との結びつきは，従業員一般の
家族扶養を考慮した処遇とは異質なものだったことがわかる．
近代に入っても，商家の経営は形を変えて継続していくが，雇用管理制度には変化がみられるよ
うになる．明治後期までに，雇用形態は住込奉公制から通勤給料制へと変化し，暖簾分け制度も廃
止されていく（安岡 1998）．住込奉公制から通勤給料制への変化の背景には，学校教育の成立と普
及があった（千本 1994）．この変化によって，家族形成と組織内キャリアとの制度的な結びつきが
弱まり，企業における評価と家族生活への配慮との間に，潜在的な乖離が生じることになる．
実際，三井家同族会管理部書記，臼井喜代松は両者の乖離を問題とした（安岡・千本 1984）．
三井の使用人制度に関しては，1891 年に乞われて山陽鉄道社長から三井銀行に転じた中上川彦
次郎によって，能力主義を掲げて改革が進められた．臼井は 1903 年に記した文書の中で，この
制度もその後次第に慣習化していき，企業に対する貢献に応じた処遇という論理との整合性が薄
れてきているとし，給与制度をふたたび「合理化」，すなわち貢献に応じた処遇とすることを求
めている．たとえば物産の支店長として 300 円の本俸を受けていた者が，病気や失策のため本店
の調査係や参事に異動しても引き続き 300 円の本俸を受けるといった「不条理」が起っていると
指摘され，このような事態を避け俸給に弾力性を持たせるため本俸以外に職俸を設けることが提
案されている．本俸部分は 100 円を原則的上限とする生活給とし（この 100 円は 25 歳で入社後，
8 年目の俸給水準とされている），職俸部分は職務の重要度によって増減されるものとした．
　家族形成と俸給との関係については，従来の「妻女給」，すなわち妻扶養手当を廃止すべきと
して次のように述べられている．
　妻女に給与するの制度あり，蓋し一種の見なるべし．然れども夫婦は一体なりとの理屈
より云へば，妻女は夫の俸給以内に於て生活するを至当とす．加之妻女携帯者は必ずしも
支店長に限らず，必ずしも係長に係はらざるを以て，夫の俸給以外に妻女給を与ふるを原
則とせば，外国在勤者は自ら妻女を養ふべき力なき者も，一時の熱情に駆られて結婚すべく，
当然妻女給を得らるべき位地，功績ありながら，結婚せざる為め，相当金額を得ざること
となるべし．故に妻女給は之を廃し，各本人の職俸中に込むることとなすを可とせん．4) 
もちろんここでも，給与は最低限一個人の一定の生活を保障すべきものであることは前提されて
いる．しかし，家族の形成は職務に対する報酬の範囲内で行うべきだというのである．組織の「成
員」とは，組織の中で一定の「位地」を占め，職務上の「功績」を期待されるものであり，家族
形成などの生活はそれに基づく給与の多寡によって規定されるべきであるのに，家族扶助料の制
度が家族を持つにふさわしい者でないものにも一律に適用されることは，組織での評価と給与と
の間に齟齬をもたらし，望ましくないという論理である．「妻女給」という制度は，以前の奉公
人制度のように「当然『妻女給』を得られるべき地位」への到達と結びついてこそ企業にとって
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意味があったが，結婚と組織内の地位との結びつきが弱まったこの時代の状況においては，もは
や意味をなさなくなったととらえられている．そこで臼井が提唱したのは，あくまでも「仕事が
家族形成を決める」という論理の方を貫徹させることであった．
私的な生活のあり方は職務上の地位によって規定されるべきだという見方は，明治末年に日本
銀行総裁が行員に対して行った訓示にも表れている．そこでは公私にわたって「貴殿が本行より
受くる待遇を以て本行行員としての分限と定め諸事之に相応する様心懸け」るようにと述べられ
ていた（坂本 1977: 162）．
また，明治期には，生活への配慮からと思われる増俸が行われている場合でも，それを表だっ
て理由とせず，別の理由が示される例が見られる．たとえばある銀行では，日清・日露戦争期の
物価騰貴に対処するためと思われる増俸を行っているが，その理由として挙げられたのは「銀行
業務の拡張のため組織を改正し又行員昇進の区域を広めその才能勤勉に報ゆること」であり，「実
力主義」の徹底だった（昭和同人会編 1960: 336）．ここからうかがえるのは，生活への配慮を
それ自体として待遇改善の理由とすることに対するためらいである．生活への配慮と待遇改善と
を結びつけるためには，職務上の貢献の論理による媒介が必要だった．
これらの事例は，ホワイトカラーの場合には当初から処遇の論理に家族扶養の論理が包摂され
ていたとする見方は，再考されるべきことを示唆している 5)．
3　家族という規範と「中流生活問題」
このように，職場からの処遇の論理において職務上の貢献・評価という理念が重要な意味を持
ちつづける一方で，組織で働く側の生活の事情は時代とともに変化していた．何よりもまず家族
の形成というイベントが，雇用管理上の制約から，あるいは旧来の親族・地域関係のネットワー
クの制約からも，徐々に独立したものになっていく．
　その背景としてまずあげられるのが，明治 20 年頃を画期とする家族観・結婚観の変化である．
明治期の総合雑誌の論説を事例に分析した牟田和恵によれば，そこでは明治初期以来の啓蒙的な
論調（「一夫一婦論」，「女子の地位向上」等）に代わり，夫婦・親子間の細やかな愛情を強調し
つつ家族ではなく「家庭」を理想の場として高く評価する記事や，新しい家族道徳の樹立を説く
論説が見られるようになる．しばしば「ホーム」と表現された「家庭」は，「一家団欒」という
「幸福」の象徴とされた．「家庭」概念が登場した後，家族関係の記事は総合雑誌ではなくもっぱ
ら女性向け雑誌で扱われる対象となり，相補的な性別分業観に基づく良妻賢母論が主流となって
いった（牟田 1996）．
　このような状況で，組織人としてのキャリアと家族形成に関しても新しい見方が現れる．例え
ば明治 30 年代のあるビジネス書は，キャリアと結婚とのあるべき関係について次のように述べる．
　余は理想的会社員に向て結婚を奨励せむとす．……余は男子年齢二十四歳以上となり，
利害の判断を弁ずるに至れば速に結婚せよと勧告せんとす．是れ其結婚は却て事理を解し，
人格を高め，成功を容易ならしむる所以なればなり．……夫人内助の功は良人をして内顧
の憂なく専心其力を延べしむるのみならず，難局に際し或は失敗落胆の暁には之を慰籍し，
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之を奨励するが如き大なる援助を与ふるものなるに於いておや．余は青年者が理想とする
成功の暁に良縁を求めんとするものは，往々空想に終るの事実を目撃せり，如かず其困難
辛苦の日に於て共に之が苦を分つの愉快なるに．糟糠の妻とは蓋し此謂ならんか．6)
ここで説かれているのは，一定の地位を得たことの象徴ないし証しとして「ふさわしい者」に
だけ許される一種の特権としての家族形成（「成功の暁に良縁を求めん」）から，組織社会におい
て「成功」する過程において必要な一要素としての家族形成（「共に之が苦を分かつ」）への，家
族形成観の転換の必要性である．後者の新たな家族形成観に従えば，結婚は社会人としての修練
の機会であると同時に，物質的精神的「内助」を得るという意味でも「成功」への条件となるの
である．妻の「内助」を評価する見方は，「近代的男女平等」思想としての良妻賢母思想（小山 
1991）と共鳴する．
明治 40 年ごろの都市部では，一家の生計を支えるには 30 歳前の結婚は困難といわれていた
（有地 1977）ことから見れば，24 歳での結婚のすすめというのは確かに当時としては新しい考
え方であった．実際，社会全体としても家族形成が一般化の方向にあったことは，この時期に進
んだ社会的変化，例えば都市生活基盤の整備，有配偶率の上昇，離婚率の低下，人口の自然増加
率の上昇などにもうかがうことができる（中川 2000）．都市における結婚が，従来の雇用管理上，
あるいは親族・地縁ネットワークから徐々に独立したイベントとなってきていたことを象徴的に
示したのが，東京における「結婚媒介所」の隆盛であった（有地 1977: 256-261）．
すでにみたように，近代に入っても，企業からの生活への配慮は職務貢献の論理に包摂された
形で存在していた．他方で，扶養モデルによる家族形成規範が広範な層に意味を持ってくること
によって，そのあいだのギャップがとりわけ中・下層の人々に集中して意識されるようになって
いく．明治末年から戦前期を通してしばしば取り上げられることになる，「中流階級の生活難問題」
である．
　
3.1  中流生活問題
　都市的な生活難問題の中でも，「中流階級の生活難問題」は，都市下層の絶対的生活水準の問
題とは位相の異なる，しかし重要な社会問題として認識された．
　「生計費問題」をテーマにした 1912 年の社会政策学会開会の辞において，会長の金井延は「わ
が日本の状態においては，……この問題〔＝生活難問題〕が……地位の低い方の階級にとってひ
どく当たるよりも，中流階級の者の方にかえってひどく，実際においては当るところの事情があ
りはせぬか」と問いかけ，「ことに社会問題にとりては必ずしもたんに事実上の貧富懸隔という
ようなことのみではなくして，この事実にたいするところの人々の認識如何という精神的関係と
いうものがさらに重要なる要素である．……中流階級の生活難ということが実際となって来たな
らば，いわゆる社会問題というものが中流階級にまず発生して，一番ここが惨烈をきわめるかも
しれぬ，否きわめるのおそれが随分甚だしくあるのである」と，問題の重要性を指摘していた（多
田 1989: 50-51）．「中流階級の生活難問題」の「生活難問題」一般に対する独自性は主に，いわ
ゆる俸給生活者が俸給という弾力性をもたない（物価騰貴や扶養家族の増加に伴う家計支出増な
どに対応できない）一定の収入に基づいて生活しなければならないこと，および中流階級として
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の「体面」の維持が必要であることの二点に求められた．
　「生活難」に対処するため，当初これらの層で家計補助の重要な担い手となったのが子供である．
家計補助の重要な担い手であった子供の進学率の上昇は，多くの下級俸給生活者層の家庭が家計
補助の手段を失っていくことを意味した．「総収入 50 円以下では妻帯してやっていけない」こと
から，相当の学歴をもって大企業に雇用された人々の間でもやむを得ず独身で通すものがいると
いう指摘 7) がある一方，積極的な「生活難予防方法」として「生活難の一大原因である扶養者増
加を恐れて妻帯を延期すること」が見受けられるようになったという，同時代の観察もあった 8)．
「中流階層の生活難問題」が再び注目を集める契機となったのが，第一次世界大戦である．権
田保之助によれば，第一次大戦期以後の物価騰貴によって生活費が高騰したことによって「大衆
の生活が極度に重圧を経験した」ことによる生活への関心の高まりは，「家計調査狂時代」とも
名づけうるほどのものだった．1916 年から 1928 年までの間に，自治体や企業によって 80 を
越える家計調査や生活実態調査が行われたことが知られており（多田 1989:101-108），生活に
対するまなざしがこの時代にいかに先鋭化したかを端的に物語っている．『主婦の友』誌の家計
簿記事を素材にこの時期の職員層の生活ぶりを描き出した寺出浩司によれば，物価が 2 倍に騰
貴した 1916 年から 1919 年の間に，中・下層の職員層では食費・被服費がまず切りつめられた
という．寺出は，この動きが「明治末期から大正初期へかけて一度形成されつつあった都市定着
的な生活構造を維持しようとしてひき起こされた」ものだとし，それはたとえば，家計における
交際・交通・教育費などの割合の高さや，貯蓄，保険加入といった行動に表れていると指摘して
いる（寺出 1982: 40-42）．
1920 年代に俸給生活者層の「生活難」へのまなざしが先鋭化するなかで，「あるべき生活」
という規範的な生活像を具体的に析出する動きが現れる．その嚆矢が，当時北海道帝国大学教授
であり，文化生活運動を率いた森本厚吉である．森本は中流階層の「生活難」という問題が人々
のもつ生活水準規範と現実とのギャップの問題だととらえ，人々がもつ生活水準規範を「文化生
活」にふさわしい合理的なものにすることを提唱する．そのあるべき生活を，森本は「中流階級
の生活標準」と呼んだ．「『標準』というのは現在の事実を代表せるものを云うのではなく，合理
的に標準となす可きものを意味するのである」9)．森本は「標準」概念をこのように規範的な意
味で用いることで，人々に生活のあり方についての一種の「合理的な規範」を与えると同時に，
幅広い階層においてその「標準」の実現をめざす運動を根拠づけようとした．森本が実際に「標
準生活」を求めた手続きは，「安全食料」（ないし「標準食料」，「保健食料」）と呼ばれる必要十
分な栄養量を満たす食生活を食費に換算し，主にその家計全体に占める割合から必要所得額を計
算するというもので，これによって「中流階級」の所得水準は年間 1,500 円から 4,000 円とさ
れた．ここで森本は，基準とした 1920 年前後の時点でこの所得水準を満たしている層は実際に
は総世帯数の 1％ほどと推定している．
このような森本の試みは，後の生活研究からはしばしば理想論にすぎないと批判的に言及され
てきた．しかし，森本が「理想」というかたちで，現実の収入水準とは独立した「生活標準」を
具体的に描いたことは，それまで職員層の人々に漠然と抱かれていた「中流」の生活イメージ，
貢献や能力などを基準とする職場からの処遇の論理の中で浮遊しまたそこから逸脱してきた「中
流」の生活イメージに，次第に輪郭とそれ自身の論理が与えられていくひとつの契機でありえた
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ように思われる．結果として，人々による「生活難」の認識は一層切実なものとなったであろう．
　1920 年代に中流がめざすべき生活水準の象徴であった「文化生活」の必需品を，当時の女性誌
が調査している．家財道具のリストには，「洋服タンス，ガラス戸付書棚，整理タンス，組立机腰
掛付，パラソル，石油コンロ（和製），電気アイロン」といった，総額 300 円ほどのものが並ぶ
10)．帝大卒と中学校卒の初任給がそれぞれ住友で 80 円と 35 円，三菱で 75 円と 35 円（外に住宅
料として 5 円）ほどだった時代 11) である．これに対して 1930 年代始めの流行歌は次のように歌っ
ていた．「もしも月給があがったら／私はパラソル買いたいわ／僕は帽子と洋服だ／ あがるといい
わね　あがるとも／いつごろあがるの　いつごろよ／そいつがわかれば苦労はない」12)． 
このような状況認識は戦時期に入っても変わらない．実際，1936 〜 37 年に行われた内閣家
計調査では，すべての工場労働者および俸給生活者の階層のうち，俸給生活者層の月給 60 円以
下の層のみで，支出が収入を上回っていた．『婦人公論』誌のある記事は，この時代の俸給生活
者層，特に未婚層の収入では「幸福を夢見る」生活が困難であるという見方を具体的に伝えている．
　夫婦が一戸を借り，またはアパートの一室を借りて営む生活費を 60 円と見ても，産児を
予想すれば 70 円の予算を将来に持たねばならず，病気や一族親類の吉凶の為に予備費を用
意しなければならない．幸福を夢見ることの出来る生活，甘美さを想像し得る家庭の設計
には，80 円以上の定収入が必要である．ところが，五大都市のサラリーマンを調査した平
均が 68 円であり，未婚者だけの平均をとればもっと低い．13) 
戦時期の最低生活費研究を代表する一人である安藤政吉は，1934 年から 35 年にかけて行わ
れたサラリーマンの生計費調査をあげ，「勤労収入のみでは生活できない」と回答したものの割
合が月俸50円以下層で47％，100円以下層で34％，150円以下層でも21％にのぼっていたとし，
「我国俸給生活者層の四割は赤字生活をしてゐる」と推定している．安藤は，「あるべき生活」を
実現できない俸給生活者が多くなっている理由を，「サラリーマンにとつて唯一の生活源泉は俸
給である」のに，「この俸給が教育程度によつて既に階段が存在し，年齢や家族に就いて合理的
考慮が払はれてゐないので，サラリーマンは教育程度の如何によつて将来の生活が運命づけられ
てゐる」ことに求めている．他方で，このような現状にもかかわらず，女性たちにとってサラリー
マンが第一の結婚相手候補となっている「弊風」が大正時代以降「ぬくべからざる考へ方」となっ
ているとし，結婚しても生活できないサラリーマンの出現が「持参金附花嫁，即ち体のよい売買
結婚」という現象まで生み出していると観察していた 14)．
3.2  職場からの生活への配慮
家族や生活への配慮を明示的に処遇に取り入れる動きは，戦間期のむしろブルーカラー層を対
象にして行われ始める．紡績業における武藤山冶の「温情主義的雇用管理」はその代表的なもの
とされるが，男性熟練ブルーカラーを対象に賃金設計に生活への配慮を組み入れるこの時期の動
きとして，呉海軍工廠の伍堂卓雄によるものが注目される．1922 年，伍堂は当時の問題状況を
次のように認識していた．
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　従来給与の標準は主に労働の需給関係により定まり生活費の如き多く省みらるに至らず
又生活は如何様にもなし得らるるものと考えらるる状況にありたるものなれども近来生活
費は頻りに上騰し来れるも給与の之に伴はず順次切り詰めたる状況に推移せる……．15)
伍堂によれば，そのような中で「社会制度の進歩により一市民として生活するに当り公費は勿論
生活費に大体の標準自ら定まり」，生活必需品の種類や数量は従事する労働の種類や年齢によっ
て定まってきた．「彼等が生活費の最低限として当然要求し得るものは一人前の職工とし其職務
を励む以上一身の生活は勿論日本の社会制度として避くべからざる家族の扶養に差支なき程度の
もの」だと言える．しかし，従来の「能率本位」の建前による勤続昇給方式では標準的生活費を
賄うのは困難であり，そこで賃金は「年令とともに増加する式」，すなわち家族のライフサイク
ルを考慮した賃金に改めるほかない．
家族生活への配慮といっても，個々人の実際の扶養家族数ではなく平均的な家族数に基づい
た配慮であったこと，年齢による昇給曲線が職種別に考えられていたこと，若年者が高給を得る
ことの道徳的に望ましくない効果（「思想善導」）や労働組合運動への配慮なども年齢による昇給
制度の導入理由として添えられていること（孫田編著 1970: 247-56）には，たしかにこの時期
の「生活給」思想の臨界も垣間見える．しかし，それまで職場からの処遇の程度に応じて「如何
様にもなし得る」，いわば無定形なものととらえられてきた「生活」の概念が，この時期に一定
の輪郭を伴って職場世界にも定位しつつあったことを，ここでの伍堂の認識ははっきりと伝えて
いる．伍堂が示した生活給思想に基づき，たとえば 1929 年に横浜船渠株式会社が日給の 5 割
以上を年齢給が占める新たな賃金体系を導入している（孫田編著 1970: 273-285）．
ホワイトカラーの場合には，このような体系的な明示化の例は必ずしもみることができない．
この時代に「サラリーマン」層が組織した共済組合的な色彩の強い俸給生活者組合運動は，自ら
をブルーカラーに比べても保護が行き届かない存在として位置づけていた（高橋 2001）．
他方，この時期の組織からの生活への配慮は，ブルーカラー，ホワイトカラーとも，一般には
臨時手当や物価手当という形での賃金引き上げによって行われた．このような生活への配慮の
あり方は，体系性こそ欠くものの，生活への配慮をそれとして明示的に賃金に反映させるという
点で明治期とは異なった見方の広がりを示している．明治期には，物価騰貴に対処するためと思
われる給与引き上げにもそれを表だって理由とすることにはためらいをみせていたその同じ銀行
が，この時期の臨時手当の支給にあたっては「欧州戦争勃発以来本邦諸物価著しく騰貴し，一
般の生計に著しき影響を来し ･･････ 其の物価昂騰の勢尚熄まず各自の生計益々窮屈を感ずるに
至」った（昭和同人会編 1960:336）ことを明示的に理由としてあげた．成員への処遇は組織か
らの評価に見合ったものであるべきとする処遇の論理が，かつてほどの強固さを失いつつある様
をうかがうことができる．その背景として，戦間期の人事管理が学歴別の制度化を進めてきてい
たこと（菅山 2011）もまた指摘できるだろう．
4  戦時下の「国民生活」論
このように戦間期以降，「家族生活」の概念は次第にはっきりとした輪郭を取るようになる．
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戦時期には，その対象が一方で「国民生活」といういわば全体的な概念に抽象化されていくと同
時に，他方で，より精緻な生計費研究へと具体化されていった 16)．この時期の生計費研究によっ
て，生活の最低限という概念はいっそう詳細に分節化されていくことになる．その代表的な試み
が，安藤政吉による標準最低生活費の算定 17) であった．戦時下の「国民生活」の安定を目的とし，
「理論生計費方式」を標榜した安藤の方法は「ローントリー＝安藤方式」とも評価され，その後
労働科学研究所による最低生活費研究にもつながった（下山 1966）．
安藤の最低生活費研究を詳細に検討した中川清によれば（中川 2000），安藤の方法には栄養
所要量などの「科学的」研究の成果に基づく最低必要費と，新中間層を対象とした過去の家計調
査の結果から判断された消費生活の現状である平均生活費とが混在していた．最終的に安藤の「最
低標準生活費」の論理を構成したのは実質的に後者であり，安藤が「暗黙のうちに」，「給料生活
者」すなわち都市で生活する戦間期新中間層の生活を「標準」として描き出していたことは注目
に値する．
安藤のいう「標準」の意味は，安藤自身による次のような記述からうかがうことができる．安
藤は寿命を例にして次のように述べる．
　平均寿命と標準寿命とは区別すべきである．而かも生活期間の研究に重大な意義をもた
らすものは標準寿命である．……人の寿命は不定にして予測を許さないとしても，其間又
自から一脈の法則が存在して例へ計数的に之を予測することが出来ぬにしても，其間に大
体の標準を予見し，その標準内に於て全生活企画を試みるを例とするからである．18)
安藤は，都市新中間層の生活こそが多くの人々によって「標準」――あるべき生活イメージ――
として規範的に抱かれている対象であると理解し，その実態（平均生活費）を「理論生計費」算
出の基礎として用いたのである．
　あるべき生活の主体を都市核家族に想定したことで，生活の安定という問題はまた時間的な広
がりももつことになる．生活の安定を保証されるべき家族のライフサイクルを安藤は次のように
設定する．「20 歳から 26 歳までは一人丈の生活であり，26 歳から結婚して二人となり，つぎ
に 28 歳より子供を出生するに至り消費単位は次第に増大し，47 歳を最高として再び低下を示し，
52 歳で夫婦丈となり，60 歳にて妻のみ残るに至る（妻は 23 歳で結婚 60 歳まで生くるものと
仮定されてゐる）」19)．
このように，安藤の示した生活像には，生活の主体すなわち家族にとっての生活の論理の側か
ら，最低賃金の議論を展開しようとする見方を典型的にみることができる．他方，労働や生産と
いう世界の内側から「生活」を位置づける動きの典型は，大河内一男にみることができよう．大
河内はまずこれまでの生活論を，「貧民救済」もしくは「労働問題」という形で経済メカニズム
の外から議論されてきたにすぎないものと批判する．戦時下の「国民生活」を「個人個人の意思
と希望と統率力とを超えた存在であり，またその意味で社会的秩序」であるとし，その理由を，
国民生活においては「消費生活」と「勤労生活」とが動的に結びついている点に求めることで，
大河内は労働の論理の内側に生活の論理を位置づけようとした．
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　恰も勤労の様態が消費生活の様態と内容とを決定するやうに，一定の収入の限度内で営
まれる消費生活がどのような形態で，またどのような環境で――例へば住生活の構成に現
はされる――またどのような内容で――例へば食生活の場合の如き――営まれるかは，決
して消費生活だけの問題に止まらず，最も直截に，次の，――具体的には例へば翌日の勤
労の程度を，精神的並びに肉体的エネルギーの程度を，決定する．蓋し消費生活は，生活
物資そのものの日々の消費ではあるが，この消費行動はその儘また生活力そのものの創造
でもありまた蓄積でもあるのである．生活力という言葉が曖昧ならば，勤労エネルギーと
言ふも差支へないであらう．20)
大河内は，ただ生活における精神性，生活の道徳や倫理を唱える立場は，生活概念の曖昧さか
ら従来根拠なく生活の「弾力性」を過信してきたと批判し，それに代わって生活と経済との関係
に備わる「国民生活の論理と理法」を「冷厳に」見つめるべきことを主張した．「近代戦争が長
期戦，経済戦という意味で総力戦」である限り，生活の問題が一度「国民的規模に於て，全体と
して，即ち国民生活として，考察の対象となるや否や，経済生活の持つ規定的な意義は抜き難い
ものとなつて現はれる」21) からである．「労働者」概念の外延を「国民」全体に広げた「総力戦」
の論理下では，労働者はもはやそれまでのようにいくらでも取替えのきくものではなくなる．大
河内は，戦時の生活水準低下は生活を労働の論理の外部にとどめおいたことの不合理がもたらし
た結果ととらえ，それを超えるために労働世界が尊重すべき「生活の論理と理法」を積極的に取
り出そうとした．
このような大河内の言説は，「生活」それ自体の「論理と理法」を，生産における労働の論理
の内側から理解する決定的な視点を提供した．その上で展開された最低賃金論においては，生活
はもはや，生活とは無関係に設定された賃金水準を前提に可能な範囲で何とか営まれるべきもの
ではなくなる．生活はここで，それ独自の理法をもち，職場からの処遇の決定に対する外在的で
「客観的な」根拠として厳然と立ち現われることになったのである．
戦時下に現われた諸政策と，その下での労働の実態は，実際には労働の論理を優先する立場
と生活の論理を優先する立場との相克が戦時下を通して続いていたことを示している（孫田編
1970: 122-52）．戦争の遂行は，労働移動促進の必要性，「熟練」の意味の希薄化，物価騰貴の進行，
労働力不足による賃金の上昇圧力などを生み出し，基本給の生活賃金化への動きを次第に顕在化
させていった．その一方で，例えば日本学術振興会『賃金統制に関する報告書』（1940）には，
「本給以上に支払う歩増・割増制度による支払い額に対して家族持ちに家族手当として生計費に
充当するを認む」ものの，「労働の対価たる賃金はその能力と業績とに比例して支払うべきであっ
て，家族の有無によって等差を付するが如きは生産性を疎外すること大なるにかんがみ，〔本給は〕
能力と業績によって公平に支払う」べきだとして生活給的賃金思想への留保を示す見解がみられ
る（孫田 1981b: 61）．
しかし，実質賃金の継続的な低下を背景に年齢賃金的な賃金論は次第に優勢となり，1940 年
10 月の第二次賃金統制令においては年齢別賃金決定基準が示された．同月の会社経理統制令で
は職員層の賃金も統制対象となり，職員層を対象に初任基本給と昇級額の学歴別制限が定められ
た．初任給については最高の大学卒技術者の月額85円から最低の尋常小学校卒の月額21円まで，
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昇給額については大卒技術者で卒業後の年数 1 年につき 3 円加算，尋常小学校卒で同じく 1 円
50 銭加算が上限とされた（孫田編 1970: 126-8）．戦争末期の 1945 年 2 月に軍需省・厚生省が
示した勤労規範草案の「給与」の項は，その第一項で「給与の本旨は勤労者の生活を確保すると
ともに勤労業績に対する報償を按配し併せて其の福利厚生を図り以て勤労者をして生業に安ぜし
むるに在り」としつつ，第三項で，「生活の本拠は家にあり．人長ずるに隋って夫々斉家の責任
を担う．之れ給与の支給に当り年齢と家族とに考慮を払うべき所以にして，之を基本給となし給
与の根幹たらしむべし」として，給与の基本を年齢と家族を考慮したものとする思想を明確に示
すことになる（孫田 1982: 76）．
組織からの処遇において，よりいっそう明示的に家族への配慮を示したのが家族手当制度で
ある．家族手当につながる発想の原点は，第一次世界大戦時の好況下で，工場人員確保の必要
から補足的に支給された「乳児保育料」や「家族共励手当」に見ることができる（昭和同人会
編 1960: 528-9）．家族手当という名称で手当てが支給されるようになるのは，1930 年代半ば
である．これらは熟練工の不足に直面した経営側の募集，定着方策の一貫と位置づけられてお
り，対象はいずれもブルーカラーであった．この家族手当が戦時の賃金統制下にも引き継がれ
る．1939 年の賃金臨時措置令により，生活必需物資の値上がりに伴う生活困難の緩和を目的に，
1940 年 2 月以降，日額 2 円 20 銭以下または実収月 70 円以下で 14 歳未満の扶養家族ある者
に限り，労働者 1 人あたり 2 円を上限に賃金統制による賃金額の外枠での支給が可能とされた．
このように，当初扶養家族として想定されていたのは 14 歳未満の子どものみであったが，同年
8 月に判任官以下の官吏に対して月額 10 円以内の臨時家族手当制度が設けられたのを機に，賃
金臨時措置令によって家族手当を支給しうる労働者の範囲は月収 150 円以下の者へ，扶養家族
の範囲は配偶者，60 歳以上の父母，18 歳未満の子，不具廃疾者，手当額は扶養家族 1 人あた
り 2 円以内，労働者 1 人につき 10 円以内へと拡大された．家族手当の支給範囲は第二次賃金統
制令下でもさらに拡大されつづけ，終戦時までに月収制限は撤廃，支給上限も扶養 1 人あたり
10 円以内まで拡大していた（孫田 1981a: 62-3， 1983: 65）．
ただし，このような家族手当もまた，その拡大の際には生産力拡充に不可欠の条件と位置づけ
られることが必要だった．たとえば，労使協調を目的に戦間期に設立された協調会は，家族手当
を次のように位置づけている．
　全体主義国家の成立発展以来，家族手当を分配原理の合理的修正と云ふ消極的要求のみ
ならず，さらにすゝんで生産政策にとつて合目的的な施設として把握されるべく要請され
るに至つたのである．即ち家族の健全な維持発展が，労働力培養の，また次代の労働力供
給の源泉である限り，それは生産力拡充及び人的資源の涵養にとつて不可欠の具体的施設
となつて登場してきたのである．22)
5  処遇の論理への家族の論理の接合とそのインプリケーション
「総力戦」としての戦争遂行の過程で，「生活」はこのように，処遇の論理の内側に，しかもそ
れ自体の――すなわち職場世界をその外側から規制する――「理法」を備えたものとして現われ
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るに至った．生活の単位として家族が想定される以上，家族の生活が支えられなければ家族の一
員としての本人の生活も支えられず，労働力としての活用も困難となる．戦後の労働組合は，扶
養の論理――「家族が食える賃金を」――を戦時期の「遺産」の中から選択的に選び取り，賃金
要求の足場とした．その背景には，終戦直後の生活困難という切実な現実があった．
戦時という時代に，一定の「理法」をもつものとしての「国民生活」が労働の論理の内側で「発見」
されたことは，戦後の職場が生活を処遇の論理に結びつける決定的な前提を提供した．「生活の
理法」はまず，すべての家族扶養者――もちろん，ここで典型的に想定されているのは男性であ
るが――にあてはまるものであり，その意味で，成員の側からみれば組織における成員間の平等
な処遇要請の強力な「根拠」になる．しかも，生活の理法を考慮することが生産力の維持・拡大
に不可欠とされることで，それは氏原正治郎が述べるような意味で成員の一種の「権利」として
の意味合いをおびる（氏原 1966: 119）．生活への配慮はたんなる「温情」や労働管理上の配慮
ではなく，組織における生産の論理からも必然的に要請されるものになるからである．このよう
な意味で年齢に応じた「生活」が広い意味での生産活動の一環として位置づけられ，成員像の不
可欠の部分として位置づけられたことは，戦後における職場のジェンダー化の大きな契機となっ
た（金野 2000）23)．
実際には，戦時期および戦後初期にただちに年齢別賃金格差が拡大したわけではなく，男性間
の年齢別賃金格差が拡大するのは 1950 年代に入ってからのことである．仁田道夫は，労働運動
の弱体化とともに経営側によって「能率」に応じた賃金決定を再び目指す賃金制度へと改革が行
われたことが「勤続による技能向上」を重視することにつながり，結果として年齢別賃金格差の
拡大をもたらしたと指摘している（仁田 1996）．仁田によれば，その後 1960 年代には高度経
済成長下での全般的な賃金上昇や若年労働力不足のもとで年齢別賃金格差はふたたび縮小する
が，中途採用者の利益代弁者であることを交渉力の要素としていた労働組合活動とも相まって，
勤続要素を年齢要素によってチェックする仕組みが次第に定着していく．高度成長によって一定
の所得水準の確保が実際にも可能になったことを背景に，年齢別生活保障という理念はこのよう
な現実との相互関係の中で，それが処遇の論理に制度的には次第に明示的に書き込まれなくなっ
ていくなかでも，職場世界の重要な要素でありつづけたと言えよう．
処遇の論理が近代家族の論理を取り込んだことは，一方では戦後の職場における男性間の年齢
別平等処遇の実現に貢献した．しかし，その後の歴史を顧みれば，男性たちにとってその代償も
また大きかったと言わざるを得ない．生活もまた生産の一部であるという論理のもと，男性たち
にとって生活の具体性は賃金というひとつの要素に収斂されていく．その過程は，家族がそれを
維持するに足る，あるいはより豊かな生活を可能にする賃金以外の具体的な要求を，職場に対し
て次第に発しなくなっていく――その背後にはやはりより豊かな生活を望んだ女性たちの存在が
あった――過程でもあった．その中で，同時代的にもしばしば揶揄あるいは批判されながら，職
場から男性へのコミットメント要求は高度成長期を通じて高まっていき，多くの男性たちもまた
それに応えていった．
熊沢誠は戦後日本の職場における主要な能力観を〈生活態度としての能力〉と名付けたが（熊
沢 1997），それは家族生活への経済的貢献以外のコミットメントをミニマムにとどめることで，
職場からのその都度の要請にフレキシブルに応える働き方を最大限に評価する能力観であった．
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このような能力観が広く受容された背景として，熊沢は，職務内容について一定の社会的了解が
存在せず仕事内在的な領域拡大へのチェックが行われにくい，日本的職場の特質を挙げている．
本稿の視点から付け加えるならば，〈生活の論理〉としての近代家族モデルが〈処遇の論理〉と
しての近代家族モデルへと接続されたことによって，結果的に，家族生活が職場からの要請によ
る侵食への反作用をもたなくなっていったことを指摘できよう．男性たちは，扶養という理念を
通じて職場理念内在的に家族と結びづけられることで，逆に，ある意味では実際の家族から切り
離されていくことになったのである．この過程は，職務の性質上，仕事の輪郭がブルーカラーに
比べて相対的に曖昧であるホワイトカラーにおいて，より顕著に進行したように思われる．
本稿の考察はごく大まかなものではあるが，戦後初期の労働運動が獲得したライフステージ対
応賃金の画期性についての従来の見方に，再考を促すものである．職場と家族の歴史的関係をめ
ぐる従来の議論では，男性ホワイトカラーに関しては戦前から近代家族モデルが前提とされてお
り，戦後のライフステージ対応賃金の画期性はそのような前提を取り込んだ処遇の論理がブルー
カラーにも広く適用されたことにあると主張されてきた．しかし，〈生活の論理〉としての近代
家族モデルと〈処遇の論理〉としての近代家族モデルを区別して歴史的な流れを検討すると，従
来の見方は必ずしも支持されない．
　たしかに戦前の男性ホワイトカラーにとって，その階層意識と相まって近代家族モデルは暗黙
の社会的前提であったが，組織からの処遇の論理はそのようなモデルを基礎に組み立てられてい
たわけではなかった．職場からの処遇はあくまでも，基本的には仕事上の評価に基づくものとさ
れ，近代家族的な生活の理想は組織成員としての位置づけに応じて，現実には異なった程度に実
現したりしなかったりするようなものにすぎなかった．近代家族の生活規範はブルーカラーより
もホワイトカラーにとって，より近しいものであったかもしれないが，それは〈処遇の論理〉に
確固とした足場を提供するものではなく，組織による〈処遇の論理〉の枠の中でかろうじて存在
しえていたにすぎない．次第に「標準的」生活の概念を具体化していった戦間期，国民規模での
〈生活の論理〉を決定的に立ち上がらせた戦時期を経て，ライフステージ対応型賃金という形で
〈生活の論理〉を基礎とする〈処遇の論理〉が戦後一定の成立をみたことは，ホワイトカラーに
とってもまた画期的なものであった．戦後の工職混合企業別組合運動に参加した職員層男性たち
は，戦前ホワイトカラーの実態をブルーカラーに伝播するたんなるエージェントだったのではな
い．二つの論理の結合は，ホワイトカラーにとってもまったく新たな歴史的意味を帯びていた．
　女性ホワイトカラーの意味の歴史的考察からは，女性という存在をめぐる社会的意味と職場的
意味は戦後にいたるまで乖離していたことがうかがえる（金野 2000）．本稿のおおまかな考察
からも示唆されるのは，男性事務職においてもまた女性の場合と同様に，基本的に近代を通して
両者の間には隔たりがあったということである．性別の社会的意味と職場的意味とが整合的なも
のとして構築されていく歴史的過程のなかで，戦時期が大きな画期となっているという点でも，
女性の意味と男性の意味は相伴って変遷を遂げた．〈生活の論理〉と〈処遇の論理〉という二つ
の近代家族モデルは，戦後初期における接合を契機として，少なくとも低成長期までの時代をか
けて続いた職場と家族のジェンダー化という社会的プロジェクトを支えていったのである．
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［注］
1)　「近代家族」は，公領域に対する私的領域性，役割分業，感情規範などを含む多面的な概
念であり，論者によってその理解や力点は異なる．本稿では，本文中で引用した論考と同様，
夫が稼得責任，妻が家事責任を負う役割分業の側面に焦点を当てて「近代家族」の語を用
いる．「近代家族」のさまざまな概念化および日本における近代家族の特性について簡潔に
論じた近年の論考に千田（2011）がある．
2)　電産型賃金体系はいわゆる「生活給」型賃金体系の到達点とされる．笹島芳雄も指摘する
ように「生活給」の厳密な定義はないが（笹島 2011），おおまかには「世帯生計費を重視して」
（笹島 2011:42）決められる賃金と理解できる．「世帯生計費」という概念は 2 つのことを
前提にしている．ひとつは，生計が家族（世帯）を単位として営まれ，主たる生計維持者
の賃金が家族の生活を支えるという家族モデル，もうひとつは，賃金算定の根拠となりうる，
標準的生活費の概念である．
3)　丸山侃堂・今村南史『丁稚制度の研究』政教社，1912 年，p.23．
4)　臼井喜代松「使用人給与制度私議」1903 年（安岡・千本 1984: 31-2）．引用にあたって
はカタカナをひらがなとし，旧字体を新字体に改めた．以下同様．
5)　より広く，いわゆる日本的雇用慣行の源流を近世商家に求める議論の問題点については，
野村正實（野村 2007: 398-400）が多面的に考察している．
6)　山本邦之助『理想的会社員』服部書店，1903 年，pp44-45．
7)　『大阪朝日新聞』1912 年 7 月 16 日（神戸大学経済経営研究所 1984: 5）．
8)　『大阪朝日新聞』1912 年 7 月 19 日（神戸大学経済経営研究所 1984: 6）．
9)　森本厚吉『生存より生活へ』文化生活研究会出版部，1921 年，p.3．
10)　『婦女界』1924 年 5 月号（坂本 1977: 192）．
11)　河田蜂郎『会社員給与調べ』東京経済社，1925 年，（坂本 1977b :174）．
12)　「もしも月給があがったら」（山野三郎作詞），「特集・ビジネスマンの生活百年」『別冊
中央公論経営問題』1965 年夏季特大号，p.299．
13)　阿部静枝「結婚難世相の解剖」『婦人公論』23 巻 5 号，1938 年，p.251．
14)　安藤政吉「俸給生活者」大河内一男編『国民生活の課題』日本評論社，1943 年，
pp.198-211．
15)　伍堂卓雄「職工給与標準制定の要」1922 年（孫田編著 1970: 248）．
16)　戦時における生活研究の概観については関谷（1966）を参照．
17)　安藤政吉『国民生活費の研究』麹町酒井書店，1944 年．
18)　安藤政吉『最低賃金の基礎的研究』ダイヤモンド社，1941 年（中川 2000: 408）．安藤
の最低生活費論を検討した中川清は，この「予見する」主体を研究者（＝安藤自身）と解
釈する．しかし，「その標準内に於て全生活企画を試みるを例とする」という記述からは，「予
見」する主体は人々一般であると読み取れるように思われる．このような解釈の方が，安
藤が「暗黙のうちに」新中間層をモデルとしたこととより整合的であろう．
19)　同前，（中川 2000: 409）．
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20)　大河内一男「国民生活の構造」大河内一男編 前掲書，1943 年，p.25．
21)　同前，p.9．
22)　協調会『我が国に於ける家族手当』1940 年，p.3． 
23)　電産は賃金要求の一つの柱として「資格，階級制度並びに学歴，性別に依る賃金不平等
の撤廃」を要求しており（河西 1999: 110），電産型賃金体系は女性差別の「意図」を含む
ものではなかった。河西宏祐はそれが実際，終戦直後の生活困難を背景に男女の区別なく
適用されたことを挙げ，むしろ男女平等の理念が体現されていたとする（河西 2007: 77-9， 
106-7）．しかし，当事者の意図如何にかかわらず，ここで注目されるのは，そのような扶
養モデルを前提とする賃金体系（およびその修正バージョン）が，その後の歴史の中で「結
果として」職場と家族のジェンダー化（これは「女性差別」と同義ではない）に対して果
たした役割である．
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The Modern Male-breadwinner Family and the Logic of 
Compensation in the Japanese White-collar Workplace: 
A Historical-Sociological Perspective
KONNO, Minako
 The “modern family model” formed the basis of the post-war wage system in which 
workers’ wages were determined primarily by calculations of what was needed to form and 
maintain a family, standardized by age and the number of dependents. It has been argued 
that this family model originated with and was shaping the lives of white-collar workers 
before WWII, and spread to blue-collar workers afterwards. However, when we distinguish 
managerial from familial perspectives on the family, it becomes clear that this argument 
needs to be reconsidered. On the one hand, during the pre-war period, families headed by 
white-collar men eagerly aspired to follow this model, as doing so contributed to their social 
respectability. On the other hand, the white-collar workplace was reluctant to embrace the 
notion of a family wage, as it was inconsistent with the connection between compensation 
and a worker’s position in an organization. This created a large gap between the desired 
standard of living and actual salaries in periods of inflation, especially among lower-class 
white-collar men. During the inter-war period, the idea of the “objective standard of family 
living” was gradually articulated, and the situation during WWII provided a decisive indus-
trial rationale for taking the family into account. These historical developments made it 
possible for the post-war workplace to adopt the family wage system for both white- and 
blue-collar workers. 
Keywords: modern family model, wage system, white-collar men 
